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（単位：件）

既に着手 3月末までに着手 ① 実施準備段階 ② 実施段階

74 14 36 13
(83.1%) (15.7%) (40.4%) (14.6%)

49 8 23 4
(86.0%) (14.0%) (40.4%) (7.0%)

85 17
(81.7%) (16.3%)

97 26 97 25
(75.2%) (20.2%) (75.2%) (19.4%)

　 305 65 156 42
(80.5%) (17.2%) (56.7%) (15.3%)

計 379

Ⅱ．実施段階
Ⅰ．着手段階

（公募、交付決定等がなされたもの）

（A)
国から独立行政法人・認可法人等
を経由して執行するもの

（B)
国から民間執行団体等を経由して
執行するもの

（C)
国から地方公共団体を経由して執
行するもの

（D)
 国が直接民間企業等と契約を行う
もの

89

57

（６月に調査予定）104

129

総数

執行類型
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（56.7％） 42 
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計370件（97.6％） 

１ 

（注１） １つの事業で、複数の類型で執行するものについては、重複 
    して計算している。 
（注２） Ｄ類型（国が直接民間企業等と契約を行うもの）の着手段階 
    の値については、実施準備段階の値を記載。 
（注３） 実施段階の合計の数値には、Ｃ類型（国から地方公共団体を 
    経由して執行するもの）の値は含めていない。 

 

（注３） （注３） 

平成24年度補正予算関連施策の進捗状況（執行類型別）のまとめ 

3月末までに着手 

既に着手 

（件） 

（国から独立行政法
人、地方公共団体等
への補助金交付等） 

（独立行政法人等に
よる入札公告等） 

（独立行政法人等が
民間企業と契約済） 

（単位：件）

既に着手 3月末までに着手 ① 実施準備段階 ② 実施段階

68 17 12 4
(79.1%) (19.8%) (14.0%) (4.7%)

50 8 17 4
(83.3%) (13.3%) (28.3%) (6.7%)

67 15
(72.0%) (16.1%)

70 25 70 18
(56.0%) (20.0%) (56.0%) (14.4%)

　 255 65 99 26
(70.1%) (17.9%) (36.5%) (9.6%)

計 364

Ⅱ．実施段階
Ⅰ．着手段階

（公募、交付決定等がなされたもの）

（A)
国から独立行政法人・認可法人等
を経由して執行するもの

（B)
国から民間執行団体等を経由して
執行するもの

（C)
国から地方公共団体を経由して執
行するもの

（D)
 国が直接民間企業等と契約を行う
もの

86

60

（６月に調査予定）93

125

総数

執行類型



（Ａ）国から独立行政法人・認可法人等を経由して 
  執行するもの 
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Ⅰ．着手段階（交付決定、交付、出資、融資） 

該当する全89事業中、74事業が着手済。 
14事業が３月中に着手予定。 

Ⅱ－①．実施準備段階（独立行政法人等による公募、入札公告等） 

該当する全49事業中、23事業が実施済。 

１．平成24年度補正予算関連施策の進捗状況（執行類型別） 

Ⅱ－②．実施段階（独立行政法人等による契約） 

該当する全36事業中、13事業が実施済。 

（Ｂ）国から民間執行団体等を経由して執行するもの 
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民
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Ⅰ．着手段階（国による執行団体の公募等、採択） 

該当する全60事業中、50事業が着手済。 
８事業が３月中に着手予定。 
Ⅱ－①．実施準備段階（民間執行団体による公募、公告等） 

該当する全50事業中、17事業が実施済。 
Ⅱ－②．実施段階（民間執行団体による契約） 
該当する全17事業中、４事業が実施済。 

（Ｃ）国から地方公共団体を経由して執行するもの 
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Ⅰ．着手段階（公募等、交付決定、交付） 

該当する全93事業中、67事業が着手済。 
16事業が３月中に着手予定。 
Ⅱ－①．実施準備段階（地方公共団体による公募、公告等） 

６月に地方公共団体の執行状況、契約額等を調査予定。 

Ⅱ－②．実施段階（地方公共団体による契約） 

６月に地方公共団体の執行状況、契約額等を調査予定。 １ 

対  外  秘 
＜精査・集計中＞ 

（Ｂ）国から民間執行団体等を経由して執行するもの 
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Ⅰ．着手段階（国による執行団体の公募等、採択） 

該当する全57事業中、49事業が着手済。 
８事業が３月中に着手予定。 

Ⅱ－①．実施準備段階（民間執行団体等による公募、入札公告等） 

Ⅱ－②．実施段階（民間執行団体等による契約） 

該当する全23事業中、４事業が実施済。 

該当する全74事業中、36事業が実施済。 

２ 



（Ｃ）国から地方公共団体を経由して執行するもの 
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Ⅰ．着手段階（交付決定、交付、出資、融資） 

該当する全104事業中、85事業が着手済。 
17事業が３月中に着手予定。 

Ⅱ－①．実施準備段階（地方公共団体による入札公告等） 

１．平成24年度補正予算関連施策の進捗状況（執行類型別） 

Ⅱ－②．実施段階（地方公共団体による契約） 

（Ｂ）国から民間執行団体等を経由して執行するもの 
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Ⅰ．着手段階（国による執行団体の公募等、採択） 

該当する全60事業中、50事業が着手済。 
８事業が３月中に着手予定。 
Ⅱ－①．実施準備段階（民間執行団体による公募、公告等） 

該当する全50事業中、17事業が実施済。 
Ⅱ－②．実施段階（民間執行団体による契約） 
該当する全17事業中、４事業が実施済。 

（Ｃ）国から地方公共団体を経由して執行するもの 
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Ⅰ．着手段階（公募等、交付決定、交付） 

該当する全93事業中、67事業が着手済。 
16事業が３月中に着手予定。 
Ⅱ－①．実施準備段階（地方公共団体による公募、公告等） 

６月に地方公共団体の執行状況、契約額等を調査予定。 

Ⅱ－②．実施段階（地方公共団体による契約） 

６月に地方公共団体の執行状況、契約額等を調査予定。 １ 

対  外  秘 
＜精査・集計中＞ 

（Ｄ）国が直接民間企業等と契約を行うもの 
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Ⅰ．実施準備段階（国による入札公告、公募） 

３ 

６月に地方公共団体の執行状況、契約額等を調査予定。 

６月に地方公共団体の執行状況、契約額等を調査予定。 

該当する全129事業中、97事業が実施済。 
26事業が３月中に実施予定。 

Ⅱ．実施段階（国と民間企業等間の契約） 

該当する全97事業中、25事業が実施済。 



４ 

 税制案件は、全８件あり、現在、国会で審議中。 
 

 全369事業中、事業による効果量や効果発現時期等の確認が可能なものとして、約85％に当たる314事業において、定
量的指標が設定さ れている。 

 
 このほか、規制改革や海外業務等の案件が全45件あり、このうち37件が既に着手済、３月末までに着手予定のものは１件と

なっている。 

 

２．税制、その他の施策 

３．定量的なアウトカム指標（効果指標）の設定状況 

1 経済産業省 国内設備投資を促進するための税制措置の創設

2 経済産業省
エネルギー環境負荷低減推進設備等を取得した場合の特別償却又は法
人税額の特別控除制度（環境関連投資促進税制）の拡充

3 経済産業省
試験研究を行った場合の法人税額等の特別控除制度（研究開発税制）
の拡充

4 経済産業省
交際費等の損金不算入制度における中小法人に係る損金算入の特例の
拡充

5 経済産業省
商業・サービス業及び農林水産業を営む中小企業等の経営改善に向け
た設備投資を促進するための税制措置の創設

6 金融庁
簡素でわかりやすい証券税制（日本版ISAの拡充及び金融所得課税の一
体化）を通じた家計金融資産からの成長資金の供給と安定的な資産形成
の両立

7 経済産業省
企業による雇用・労働分配（給与等支給）を拡大するための税制措置の
創設

8 文部科学省 教育資金の一括贈与に係る贈与税の非課税措置の創設

担当省庁


